（様式１）
質　　　問　　　書

令和　　年　　月　　日
熊本県環境生活部水俣病保健課長　様

提出者
所在地　
商号又は名称　
担当部署名　
担当者職・氏名　
電話番号　
電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　

熊本県水俣病総合対策医療事業オンライン資格確認導入に関する業務委託について

標記業務委託に係る公募型プロポーザルについて、次のとおり質問します。
	No.
	質問内容

	１
	






	２
	






	３
	










（様式２）
参　　加　　申　　込　　書

令和　　年　　月　　日

熊本県環境生活部水俣病保健課長　様

提出者
所在地　
商号又は名称　
代表者職・氏名　

熊本県水俣病総合対策医療事業オンライン資格確認導入に関する業務委託について

標記業務に係る公募型プロポーザルについて、参加を申し込むとともに、関係書類を提出します。



	担当部署名
	

	担当者職・氏名
	

	電話番号
	

	ファックス番号
	

	電子メールアドレス
	





（様式３）
誓　　　約　　　書

令和　　年　　月　　日

熊本県環境生活部水俣病保健課長　様

提出者
所在地　
商号又は名称　
代表者職・氏名　

熊本県水俣病総合対策医療事業オンライン資格確認導入に関する業務委託について

標記業務に係る公募型プロポーザルへの参加に当たり、下記１の添付書類のすべての記載事項について事実と相違ないこと、並びに下記２に掲げる参加資格要件をすべて満たしていることを誓約します。

記

１　添付書類
（１）会社概要（様式４）

２　参加資格要件
　　次に掲げる要件をすべて満たす者であること。
（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号の規定に該当しない者であること。
（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る更生計画認可の決定を受けていること。
（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てを行った者又は申立てをなされた者にあっては、裁判所から当該申立てに係る再生計画認可の決定を受けていること。
（４）熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）第２条第１項の規定による指名停止の期間中でないこと。
（５）消費税及び地方消費税並びに都道府県税において未納がないこと。
（６）熊本県暴力団排除条例（平成２２年熊本県条例第５２号）第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団密接関係者に該当しない者であること。
（７）参加申込書を提出する時点において、熊本県の物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加資格等に関する要項（平成１８年熊本県告示第５２１号）による審査の上、入札参加資格を有すると決定された者のうち、業務区分が「業務委託」に登録されている者であること。
（８）熊本県内に本店・支店または営業所等を有するなど、本県担当部署と常に連携が取れる体制を有している者であること。
（９）当該委託業務に関するノウハウを有し、かつ、事業目的の達成及び業務を円滑に遂行するに足る能力を有している者であること。


（様式４）
会　　社　　概　　要

	項　　目
	内　　容

	法人名
	

	設立年月日
	

	本社所在地
	

	熊本県内に支店等所在地
（本社が県外の場合のみ）
	

	資本金
	円　　　

	従業員数
	人（うち熊本県内　　　　　人）　　

	その他特記事項
	


　※会社概要が分かるパンフレット等を添付すること
（様式５）
参　　加　　辞　　退　　届

令和　　年　　月　　日

熊本県環境生活部水俣病保健課長　様

提出者
所在地　
商号又は名称　
代表者職・氏名　

熊本県水俣病総合対策医療事業オンライン資格確認導入に関する業務委託について

標記業務に係る公募型プロポーザルに係る参加申込書を提出しましたが、都合により辞退します。


	担当部署名
	

	担当者職・氏名
	

	電話番号
	

	ファックス番号
	

	電子メールアドレス
	





	受付番号
	


（様式６）

熊本県水俣病総合対策医療事業オンライン資格確認導入に関する業務委託に係る
企画提案書

	提案事業者名
	

	代 表 者 名
	（役職）　　　　　　　　　　　（氏名）

	住　　　　所
	〒



	担　当　者
連　絡　先
	（役職）　　　　　　　　　　　（氏名）

	
	（TEL）　　　　　　　　　　　（FAX）

	
	（Eメール）




【企画提案内容】
　・企画提案の内容が分かる資料を添付すること（原則Ａ４サイズ）。
　・実施要領「８　企画提案書の提出」を参照の上、作成すること。

【添付書類】
　（１）参考見積書及び積算の内訳が分かる明細（任意様式）
　　　※本業務に係る見積金額について、できる限り内訳を詳細に記載してください。
　（２）事業者の取組に関する申出書（様式７）※該当がある場合に提出
（３）その他添付書類
